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14

15

番号 番号

1 4 注意 １．太わくの中だけ書いてください。（用紙が不足する場合はコピーしてください。）
2 5 ２．「増加事由」の欄は、１　新品取得、２　中古品取得、３　移動による受入　４　その他のいずれかに○印を付けてください。
3 6 ３．※印欄は記入しないでください。ただし、「資産コード」の欄は、独自に機械番号・管理番号をお持ちであれば、そのコードを記入してください。
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